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平成２１年度 事業原簿（ファクトシート） 
 

平成２１年 ４月 １日 作成 
平成２２年 ５月    現在 

制度・施策名称 エネルギーイノベーションプログラム 

事業名称 
大規模電力供給用太陽光発電系統安定化
等実証研究 

コード番号：Ｐ６００５ 

担当推進部 新エネルギー技術開発部 

事業概要 

京都議定書発効によるＣＯ２削減の強化に向け、今後の太陽光発電の
急速な導入普及拡大を図る過程においては、大規模太陽光発電システ
ムの導入が予想される。その導入に際しては、電力系統に悪影響を与
えない対策に加え、需給計画と整合のとれた大規模太陽光発電出力の
制御が重要となる。 
本事業では、ＭＷ級の大規模太陽光発電出力を平滑化することによ
り、系統の電力品質に悪影響を及ぼさないシステムを開発する。また、
大規模太陽光発電を利用した電力系統のピーク対策等需給調整システ
ムを開発し、その有効性を稚内サイトと北杜サイトの２ヶ所での実証
研究により明らかにする。 
稚内サイト：５ＭＷ程度の太陽光発電システム（以下、ＰＶシステ
ム）を導入し、蓄電池等による太陽光発電出力の安定化及び系統電力
のピーク対策等を目的とした計画運転の有効性並びに実用性を検証す
る。電圧変動抑制効果等の実系統での検証等も行う。 
北杜サイト：先進的太陽電池を中心に様々な種別の太陽電池モジュ
ールを２ＭＷ程度導入して運用評価を行うとともに、系統安定化制御
が可能な大型太陽光パワーコンディショナー（以下、ＰＣＳ）の開発
等により、将来の大規模太陽光発電技術の普及・コスト低減に寄与す
る技術開発、実証を行う。 

事業規模 

事業期間：平成 18～22 年度 （単位：百万円） 
 H18 年度 

（実績） 
H19 年度 
（実績） 

H20 年度 
（実績） 

H21 年度 
（実績） 

H22 年度 
（予定） 

合 計 

予算額 700 3,500 3,579 2,017 3,042 9,630 
執行額 923 3,491 3,564 1,970  7,978 

１．事業の必要性 
太陽光発電等の新エネルギーは、石油代替エネルギーとしての役割を担うべく地球温
暖化対策、特に京都議定書発効によるＣＯ2 削減に資する重要なエネルギーとして位置
づけられている。太陽光発電については、２００２年３月に決定された地球温暖化対策
推進大綱において、２０１０年度の導入目標を４８２万ｋＷと設定している。ＰＶシス
テムの急速な普及拡大を図る過程において、個人住宅用電源としての利用を目的とした
戸建て住宅への設置はかなり普及してきたものの、目標導入量を達成するためには、発
電事業用の大規模電力供給設備としての大規模ＰＶシステムの導入が必要である。 
ところが、太陽光発電は、出力の不安定性等の課題を抱えており、これらの大規模Ｐ
Ｖシステムが系統に大量連系された場合に系統側に悪影響を及ぼすことが懸念される
が、現在はその対策が未確立である。また、系統側への影響を抑えるために大幅なコス
ト増も予想され、大量導入に向けて十分な検討がなされているとは言い難い状況にあ
る。そのため、大規模ＰＶシステムの導入普及を想定すると、出力変動を抑制すること
により系統電力への悪影響を緩和する対策及び需給計画と整合のとれた大規模太陽光
発電出力の制御等の対策をそれぞれ開発して、その効果を明らかにする必要性は高い。
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２．事業の目標、指標、達成時期、情勢変化への対応 
（１）目 標 
・最終目標（平成２２年度末） 
下記ａからｅの目標を達成するとともに、研究開発終了後に大規模ＰＶ発電所として
の事業性が成り立つことに目処をつけるための検証を行うこととする。 
ａ．大規模ＰＶシステムが電力系統に連系された場合の電圧変動抑制対策技術、周波数

変動（出力変動）抑制対策技術を開発し、その有効性を実証研究により検証する。
また、システム構成においては、さまざまな種類のＰＶモジュールの運用面におけ
る特性比較、目的別（出力変動安定化の観点等）設置方法の検討などを行い、実証
するとともに評価を行う。これにより、将来このような大規模ＰＶシステムが電力
系統に大量連系された場合でも、この単体モデルでの実証結果を応用することによ
り、系統安定化対策（電力品質の維持）に資することとする。 

ｂ．数時間オーダーでの計画運転を可能とする大規模ＰＶ出力制御技術を開発するとと
もに、その有効性を実証試験により検証することにより、将来の大規模ＰＶ普及時
の系統電力ピーク対策等の活用に資することとする。 

ｃ．ＰＣＳ等から発生する高調波抑制対策技術を開発し、定められた規定範囲内（特別
高圧系総合歪率３％以内が妥当）に維持できることを実証する。また、その有効性
を実証試験により検証することにより、将来の大規模ＰＶ普及時の系統安定化対策
（電力品質の維持）に資することとする。 

ｄ．ａ～ｃについて技術的評価に関するシミュレーション（ソフトウェア）並びに運用
性、経済性及び環境性に関する効果を定量的に評価することが可能となるシミュレ
ーション手法を開発し、今後の大規模ＰＶシステム設置の具体的検討策としての活
用に資することとする。 

ｅ．上記項目を踏まえ、導入時の指針として活用できる手引書等を策定し、研究開発終
了後の大規模ＰＶシステム設置の一般的な検討策としての活用に資することとす
る。 

 
・中間目標（平成１９年度末） 
上記の目標を達成するために必要な事前検討及びシミュレーションを行い、系統連系

対策等の技術面における効果、運用性、経済性及び環境性に関する効果を定量的に検討
し、最適な大規模ＰＶシステムの設計と構築を行う。また、構築したシステムにより実
証試験を行い、その実測データと事前検討及びシミュレーション結果を比較、評価し相
互の結果が一致することを確認する。また、その結果を踏まえて最終目標達成に向けて
どのように活用していくかの方策やプロセスを明らかにする。 
 
（２）指 標 
①稚内サイト 
・系統安定化対策技術の開発進捗度 

・数時間オーダーでの出力制御技術の開発進捗度 

・高調波抑制対策技術の開発進捗度 

・シミュレーション手法の開発進捗度 

・大規模ＰＶシステム導入時の指針となる手引書の作成進捗度 

②北杜サイト 

・系統安定化対策技術の開発進捗度 

・高調波抑制対策技術の開発進捗度 

・シミュレーション手法の開発進捗度 

・大規模ＰＶシステム導入時の指針となる手引書の作成進捗度 
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（３）達成時期 
平成２２年度末 
 
（４）情勢変化への対応 
平成２１年度増設分の太陽光発電モジュールの選択については、技術の進展による高

効率化、機能向上等を踏まえ、より多くの成果が得られるように柔軟に検討する。 
 

３．評価に関する事項 
（１）評価時期 
事業評価 毎年度実施 
中間評価 平成１９年１１月 太陽光連系技術委員会にて中間評価を実施 
     平成２０年 ３月 中間評価書確定 
事後評価 平成２３年度 
 

（２）評価方法（外部ｏｒ内部評価、レビュー方法、評価類型、評価の公開方法） 
・毎年度の事業評価は、事業報告書等の内容により事業評価書(案)を作成し、これを
もとに技術委員会等の外部有識者２名以上に対して意見等を求める有識者ヒアリン
グによる内部評価とする。 
・中間評価は、有識者で構成される太陽光連系技術委員会にて審議し、その評価及び
コメントを基に中間評価書を作成する外部評価とする。 
・事業終了後の平成２３年度に外部有識者による事後評価を実施する。 
なお、評価結果はＮＥＤＯのホームページ等で公開する。 
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平成２１年度 事業評価書 
 

作成日 平成２２年 ７月２７日 
制度・施策名称 エネルギーイノベーションプログラム 

事業名称 
大規模電力供給用太陽光発電系統安
定化等実証研究 

コード番号：Ｐ０６００５ 

担当推進部 新エネルギー技術開発部 
０．事業実施内容 
本事業では、ＭＷ級の大規模太陽光発電（以下、「太陽光発電」を「ＰＶ」という。）

出力を平滑化することにより、系統の電力品質に悪影響を及ぼさないシステムを開発
する。また、大規模ＰＶを利用した電力系統のピーク対策等需給調整システムを開発
し、その有効性を稚内サイトと北杜サイトの２ヶ所での実証研究により明らかにする。 
平成２１年度は、稚内サイト及び北杜サイトともに、予定通りＰＶモジュールの増設が

完了し、最終形態のシステムとして系統へ連系された。また、大規模ＰＶシステムが系統
に大量に連系された場合の系統安定化対策技術、高調波抑制対策技術の有効性及び実用性
を検証するために必要なデータを蓄積し、より精度の高い対策技術の開発等を行った。 
１．必要性（社会・経済的意義、目的の妥当性） 
今後、目標導入量を達成するために、発電事業用の大規模電力供給設備としての大
規模ＰＶシステムの導入が必要となってくる。ところが、太陽光発電は、出力の不安
定性等の課題を抱えており、これらの大規模ＰＶシステムが系統に大量連系された場
合に系統側に悪影響を及ぼすことが懸念されるが、現在はこれらの対策が未確立であ
る。また、系統側への影響を抑えるために大幅なコスト増も予想され、大量導入に向
けて十分な検討がなされているとは言い難い状況にある。そのため、大規模ＰＶシス
テムの導入普及を想定すると、出力変動を抑制することにより系統電力への悪影響を
緩和する対策及び需給計画と整合のとれた大規模ＰＶ出力の制御等の対策をそれぞれ
開発して、その効果を明らかにする必要性は高い。 
２．効率性（事業計画、実施体制、費用対効果） 
①手段の妥当性 
稚内サイト及び北杜サイトにおいて、「蓄電池を用いた出力制御」と「ＰＣＳによ
る無効電力制御」の異なる２つの系統対策技術と、様々な種別の太陽電池モジュール
を運用評価することにより、大規模ＰＶ技術の普及・コスト低減に寄与するデータを
取得することになっており、妥当な計画である。 
また、具体的計画の立案、研究の遂行・評価等を行うために、外部有識者から成る
「大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証研究委員会」を年３回開催し、事業
の方向修正を可能としている。更に、上記委員会の下に、｢ＰＶモジュール評価分科
会｣及び｢出力制御分科会｣を設置し、研究実施内容に対する精査・助言等を行うこと
としており、適正に研究開発が推進できる体制となっている。 
②効果とコストの関係に関する分析 
本事業を実施することにより、大規模ＰＶシステムが系統に大量に連系された場合
でも、系統電力への悪影響を緩和する技術及び需給計画と整合のとれた出力制御技術
等の対策の有効性及び実用性が検証され、大規模ＰＶ発電所として事業性が成り立つ
条件に目処がつく。また、大規模ＰＶの更なる普及拡大が期待でき、長期エネルギー
需給見通しにおける２０２０年までの太陽光発電導入目標である２８００万ｋＷの
達成に向けて大きく貢献できる。更に、耐久性等を持ち合わせた上での架台の簡素化・
簡略化などにも取り組んでおり、今後の一般導入者の設置コスト低減（経済的効果）に結
びつくことから、本事業の費用対効果は大きい。 
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３．有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度） 
（１）目標達成度 
○稚内サイト及び北杜サイトともに、予定通り最終形態の運用を開始した。 
○既に運用を開始しているシステムから各種評価用データを取得し、分析を行い、そ
の実測データと事前検討及びシミュレーション結果を比較、評価しシミュレーショ
ン手法の有効性を検証した。 
○平成２１年度までに検討した基本的シミュレーションモデルの精度検証及びパラメー
タ調整を実施し、シミュレーションの詳細仕様を検討した。 

○架台設計支援ツール、前方アレイの影を考慮した日射量算定手法等を開発した。 
○大規ＰＶシステム設置者のニーズを考慮した中間取り纏めを実施し、平成２１年度版
として手引書をＮＥＤＯホームページにて公開した。 

（２）社会・経済への貢献度 
○大規模ＰＶシステムが系統に大量に連系された場合の、「系統電力への悪影響緩和方法」
及び「需給計画と整合のとれた出力制御方法」の有効性・実用性を検証できたため、
大規模ＰＶ発電所の事業性の成立に目処がついた。また、今後のＰＶシステム大量導
入時の指針として活用でき、社会への貢献は大きい。 

○電力系統への電力供給専用のＰＶ発電所としては国内初の試みであり、各所より注目さ
れている。また、本事業の成果は、学会発表・学会誌・関係情報誌への論文投稿（平
成２１年度は５７件）など、産業・学術分野へ幅広い情報発信が行われており、広い
意味での電力分野に関する啓蒙・人材育成への貢献も期待できる。 

４．優先度（事業に含まれる各テーマの中で、早い時期に、多く優先的に実施するか） 
特になし 

５．その他の観点（公平性等事業の性格に応じ追加） 
特になし 

６．総合評価 
（１）総括 
稚内サイト及び北杜サイトともに、予定通り最終形態としてシステム構築が行われ、系
統へ連系された。また、大規模ＰＶシステムが系統に大量に連系された場合の系統安定化
対策技術及び高調波抑制対策技術の有効性及び実用性を検証するために必要なデータを
蓄積し、より精度の高い対策技術の開発を行った。さらに、実証試験とシミュレーション
結果の比較により、シミュレーションモデルの精度向上を図り、最適なＰＶシステムの構
築へ向けた検討を実施した。 
以上より、本事業は最終目標達成へ向け着実に遂行されていると評価できる。 

（２）今後の展開 
稚内サイトにおいては、これまで構築した大規模ＰＶシステムにより、各種モジュー
ル・ＰＣＳなどの特性比較を実施する。また、これまで蓄積した知見をまとめ設計手法、
大規模ＰＶシステムにおける系統安定化対策技術、数時間オーダーでの計画運転を可能と
する大規模ＰＶ出力制御技術を確立する。 
北杜サイトにおいては、先進的ＰＶモジュールで構成される大規模ＰＶシステムの運用

面における特性比較、設置方法、性能、経済性の評価を実施し、設計、評価方法を確立す
る。また、開発した系統安定化機能を具備したＰＣＳの運用データより定量的な評価を実
施し、妥当性、課題を検証する。 
また、両サイト共通の課題として、大規模ＰＶシステム設置に関する技術的評価に関す
るシミュレーションの開発、及び運用性、経済性及び環境性に関する効果を定量的に評価
することが可能なシミュレーション手法を確立する。さらに、平成２１年度に作成した手
引書暫定版の完成度を上げるため、今年度得られるデータ、及びこれまでに得られている
データ、知見をもとに、大規模ＰＶシステム導入の指針となる最終版手引書を北杜サイト
と連携し作成する。 
なお、実証設備は本研究終了後も当初提案通り委託先が継続利用して有効活用を図る予
定である。 




